






















































































































































































































































































































































































































































































































































i1000）ドル） 税率変更 構造改革 純減税
0－5 一27 一5 一32
5－10 一25 十4 一21
10－20 一21 十6 一15
20一 一21 十9 一12
50一 一22 十13 一9


























i1000）ドル） 税率変更 構造改革 合 計
0－　　　5 一24．3 一3．1 一27．5
5－　　10 一21．4 十〇．9 一20．5
10－　　15 一18．2 十1．1 一17．1
15－　　20 一17．3 十1．4 一15．9
20－　　25 一17．2 十L6 一15．6
25－　　50『 一16．9 十！．9 一15．0
50－　100 一15．3 十2．3 一12．9
100－　150 一13．5 十3．0 一10．5
150－　200 一13．0 十3．3 一9．6
200－　500 一12．0 十3．5 一8．6
500－1，000 一9．9 十2．9 一7．1
1，000一 一9．4 十2．9 一6．4





















i1000）ドル） 1949 1959 1968 1970
0－　　5 0．6 L8 3．2 2．2
5－　　10 1．7 1．2 1．7 0．9
10－　　15 3．3 3．1 2．0 0．7
15－　　20 3．8 6．4 3．8 1．0
20－　　25 4．0 8．5 6．5 1．9
25－　　50 5．2 11．5 11．7 3．9









200－　500 23．7 49．9 56．4 39．2
500一工，000 31．0 62．8 71．5 54．9
1，000一 44．9 59．5 80．8 62．4
全階層 1．8 4．0 6．0 2．5
（出所）　R，GoQde，　The　fndividual／ncome　Tax，　Brookings
　　Institution，1964，塩崎潤訳r個人所得税』日本租税研究協
　　会，1966年，209頁；fbid．，　rev．　ed．，1976，　p．188，
率は所得階層によって著しく異なる。それは低所得層では取るに足りない小
さな部分しか占めないが，所得の増大につれてその比率も上昇し，高所得層
では所得のきわめて大きな部分を占めるようになる。最高の100万ドル以上
の所得層の沖合，表示の4年のなかでもっとも低い1949年でも45％，もっと
も高い1968年には実に81％を占めている。高所得層の所得税負担はキャピタ
ル・ゲイン課税のあり方によって強く左右される関係にあったことが理解で
きよう。
　それとの関連で重要なのは，この年の税制改革はキャピタル・ゲイン課税
方式については変化をもたらさなかったという事実である。キャピタル・ゲ
インが長期キャピタル・ゲインであれば，その半額を他所得と合算して総合
課税するか，または25％の税率で全額分離課税するか，そのいずれかの方式
を納税者が選択するという従来の課税方法が，税制改革後も維持されたので
ある。したがってもし納税者が従来，全額分離課税を選択しており，税制改
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革後もそれを選択するとすれば，この部分についていうかぎり税負担の変化
は起こらない。彼は改革前にも改革後にも25％の税を支払うことになる。
　納税者が長期キャピタル・ゲインについて半額総合課税を選択するか，全
額分離課税を選択するかは彼の限界税率の高さに依存する。限界税率が低け
れば前者が有利であり，高ければ後者が有利となる。一般税率の引き下げは
前者を有利とする所得階層の上限を引き」二げ，それを選択する者の割合を増
大させた。そうした階層や，従来から半額総合課税を選択してきた階層に
とっては，一般税率の引き下げはキャピタル・ゲインについての税負担をも
多かれ少なかれ減少させるものとなった。しかし，限界税率のより高い，
いっそう大きな所得層にとっては，引ぎ下げられた税率のもとでもなお全額
分離課税のほうが有利であった。彼らにとっては，一般税率の引き下げは長
期キャピタル・ゲインの税負担を少しも減少させるものとはならなかったの
である。
　長期キャピタル・ゲインについて全額分離課税方式を選択する納税者に
とっては，税率変更による減税率は，長期キャピタル・ゲインに適用される
税率のゼロ・カットと，それ以外の所得に適用される一般税率のカットとの
加重平均になる。所得が増大し，キャピタル・ゲインの割合が高まるにつれ
て，このゼロ・カットの税率が適用される所得部分の比率が上昇していく。
高所得者層では税率の引き下げ率にくらべて税率変更による減税率が著しく
小幅なものにとどまったのは，こうした理由によるのである。
　ケネディは当初，贈与や死亡によって移転する資産に含まれる未実現の
キャピタル・ゲインにも課税することを必要と考え，それを提案のなかに含
めていたが，これは審議の過程で議会の反対によって削除された。しかし議
会は審議のある段階でキャピタル・ゲインの分離課税税率の引き下げと所得
控除率の引き上げだけは法案に含めるという修正をした。ケネディは，そし
てジョンソンも，これに強く反対した。そしてこの部分を法案から削除する
ことに成功したく13）。それによってキャピタル・ゲイン特別措置の負担軽減作
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図4　改革前税制のもとでの個人所得税の名目税率と実効税率??????1
（?） 名目税率
　　x 麟
人的控除
　　　灘……・き醐害1陣
tt．
D．繊（実効税率
01　2　5　10　20　50　100　200
　　　　　　　　　　（総所得1000ドル）
（注）196G年の約10万通の連邦所得税申告書に基づく推計。
（出所）Pechman，　Evaluation，　p．265．
soo　1，000
用の大幅な縮小が保持されることになったのである。
　この税制改革が負担の公平という観点からみて持った意義と限界は，図4
と図5の推計によく示されている。図4は，改革前の税制のもとでの各所得
階層の平均的な個人所得税負担率を示す。図5は，改革後の税制のもとでの
それを示す。名目税率とは，総所得に税率をかけて算出した税額を総所得で
割った数値であり，実効税率とは，実際の税額を総所得で割った数値であ
る。両者のあいだには大きなギャヅプがあるが，そのギャップは改革後より
改革前のほうが大きく，所得階層では高所得者層でもっとも大きい。100万
ドルの所得層の場合，改革前には名目税率は90％に近かったが，実効税率は
30％をわずかに超える程度にとどまっていた。この著しいギャップを生む最
大の要因になっていたのはキャピタル・ゲインに対する特別措置である。そ
れはこの所得階層の実効税率を平均で44％ポイントも引き下げる役割を果た
（13）　Pechman，　Evaluation，　p．253，
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図5　改革後税制のもとでの個人所得税の名目税率と実効税率
　　100
　　90
　　80
　　70
　　60
房　50
　　40
　　30
　　20
　　10
　　0
八的控1鱒．
名目税率
　　x
…………………i・戴懸脇
キャピタル・ゲイン
　　　：：：所翻騨SSSiN
’∴” l一ﾀ効税率
O　1　2　5　10　20　50　IOO　200　500　1，000
　　　　　　　　　　　（総隈斤そ暑　loeoドル）
（注）1962年の約10万通の連邦所得税申告書に基づく推計。
（出所）Pechman，　Evaluation，　p．265。　　　　　　　　　　　　　　，
している。改革後はギャップは大きく縮まった。100万ドル所得層の適合，
70％弱の名目税率に対して，実効税率は27％ほどとなった。このギャヅプの
収縮にもっとも大きく寄与したのは，キャピタル・ゲイン特別措置の減税作
用の縮小である。その作用は，改革後はこの階層の実効税率を31％ポイント
だけ低下させるものに減少している。
　キャピタル・ゲイン特別措置の持つ減税作用の縮小は，所得税負担の垂直
的公平の観点からだけでなく，水平的公平の観点からも重要な意義を持つ事
実であった。それは，高所得者層における所得税の名目税率と実効税率の
ギャップを減少させただけでなく，キャピタル・ゲインと他の種類の所得と
のあいだの税負担の不均衡をも減少させたからである。
　しかし，その点でこの改革がなしえたことは第1歩でしがなかった。キャ
ピタル・ゲインに対する優遇措置は依然として，高所得層の実効税率を低下
させる最大の要因であり続けた。その結果，20万ドル程度の所得層で実効税
率が早くもピークに達し，それを超えると下降に転じるという高所得層での
一21一
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逆進的な負担構造は，改革後も持続している。所得税負担の垂直的・水平的
公平の達成は，なお後に残された課題となったのである。
d）マクロ的成果
　ケネディの税制改革は個人所得税負担の是正という点で注目すべき意義を
もっただけでなく，マクロ経済的にも大きな成果をもたらした。税制改革の
頃を境として失業率は急減し，66年以降は4％以下に落ちる（図1）。それに
見合ってGNPの潜在値と現実値とのギャップも急速に縮小した（図3）。物
価の上昇は幾分早まる傾向をみせたが，消費者物価上昇率でみると，なお
65年までは2％以下に，67年まででも3％以下にとどまっていた（14）。そのう
え大幅減税にもかかわらず，経済の拡大によって税収も急速に増大したの
で，65年度の財政収支の赤字は61年度以来の5年間のなかで最少となった
　　　　　図6　アメリカ連邦財政収支の推移（1960－70年）
（???）
2，000
1，800
1，600
1，400
1，200
1，000
　800
　600
　400
　200
　01960　62　64　66
（出所）Tax　Foundation，　op．　cit．，　pp．89，96．
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（14）　rアメリカ経済白書』1982年版，大蔵省印刷局，63頁。
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（図6）。現実の財政収支と完全雇用財政収支のギャップも急速に縮まった
（図2）。これもまたニュー・エコノミクスの予言通りの筋書きであった。
ニュー・エコノミクスは順風満帆にみえた。マクグレイウ“は，1960年代前半
はフィスカル・ポリシーが「轟きわたる成功」を収めた時期だと述べてい
る（15＞。
　しかし，成功の時期は長くは続かなかった。65年におけるアメリカのベト
ナム戦争への軍事介入の開始とともに軍事費の急増が始まり，連邦財政の赤
字は大幅に増加した。軍需の増大に支えられて経済は超完全雇用状態になる
まで拡大したが，なお財政赤字は68年度の巨大な赤字に向けて増加し続け
　　　　　　図7　アメリカ連邦財政における高雇用余剰推移
3
2
1
劣ov
一1
一2
一3
　1955　60　65　’　70　75　80
　　　　1）高雇用財政余剰の対潜在GNP比率。（注）
　　　　2）1974年までは4％を，75年以後については5．1％を高
　　　　雇用失業率と想定。
　（出所）Pechman，　Federal　Tax　Policy，　P．19．
（15）　Richard　A，　Musgrave　and　Peggy　B，　Musgrave，　Public　Finance　in　TheorN　ampd
　Practice，　3rcl　ed，，　McGraw－Hill，　1980，　p，655，
一23一
202
図8　失業率とGNPギャヅプ率の推移
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一5
　1955　60　65　70　75　80　（注）GNPギャップ率は潜在値に対する現実値のギャップ率。こ
　　　こでは失業率5％に見合うGNPがGNPの潜在値と想定さ
　　　れている。
　（出所）Pechman，　op．　cit，，p．30，
20
15
　　　lo当
5
o
た。アメリカ連邦財政の条件は巨額の完全雇用赤字を生みだすまでに悪化し
た（図7）。財政支出のあまりに急激な増加は需要を過大にし，GNPの現実
値を潜在値と想定された値を超える水準にまで引き上げ（図8），物価の上
昇を加速した。消費者物価上昇率は68年には4％を超え，69年には5％を超
えている。後の基準でみればまだ穏やかなインフレであったが，それまでの
基準からすれぽ高率のインフレであった。アメリカは失業は克服したが，イ
ンフレという別の病に脅かされるようになったのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下次号）
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